
 
 

 

 

 

 

令和５年度 

川根本町教育委員会点検・評価報告書 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

川根本町教育委員会 

  



 
 

目  次 

 

Ⅰ 教育委員会の点検・評価について 

 

 １ はじめに ………………………………………………………………………… 1 

  

２ 令和５年度川根本町教育委員会重点施策 …………………………………… 1 

  (１) 教育総務課 

  (２) 社会教育課 

 

 

Ⅱ 教育委員会の事務執行状況の点検・評価 

 １ 教育委員会の開催状況及び審議等事項 ……………………………………… 1 

  (１) 令和５年度教育委員会開催状況及び審議案件 ………………………… 1 

  

２ 教育委員会の活動状況 

  (１) 教育総務課関連各種行事等 ……………………………………………… 2 

  (２) 社会教育課関連各種行事等 ……………………………………………… 4 

 

３ 自己評価 

(１) 各事業における点検・評価 

         教育総務課 ……………………………………………………………… 7 

         社会教育課 ……………………………………………………………… 20 

(２) 管理主事・指導主事・教育相談員等による専門的指導の点検・評価… 30 

(３) 課題を見据えた教育委員の学校訪問等の点検・評価 ………………… 30 

(４) 多様化するニーズに応じた社会教育関連事業の点検・評価 ………… 30 

 

 

Ⅲ おわりに ………………………………………………………………………… 31 

 

 

Ⅳ 資 料 ……………………………………………………………………………… 32 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

Ⅰ 教育委員会の点検・評価について 

１ はじめに 

    「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第26条に基づき、教育委員会 

は、毎年その権限に属する事務の管理及び執行の状況について、点検及び評価 

を行い、その結果を取りまとめて議会に提出するとともに、公表しなければな 

りません。 

このことを踏まえ、川根本町教育委員会では、令和５年度の川根本町教育委

員会重点施策から、主な事業について点検・評価を行い、本報告書を作成しま

した。 

 

２ 令和５年度川根本町教育委員会重点施策 

(１) 教育総務課 

ア 川根本町教育大綱の推進・見直し 

イ 教育委員会（会議）の充実 

ウ 川根本町学校教育ビジョンの推進 

エ 静岡県立川根高等学校に対する支援、魅力化推進 

オ 中学生・高校生海外（カナダ）英語研修の実施（新型コロナウイルス 

感染症の影響により事業中止） 

カ 教育施設・設備の整備、充実（地震対策を含む） 

  キ 川根本町公営塾の運営 

  ク 川根本町人材育成特別奨学金創設 

  ケ ＩＣＴ教育推進事業の展開 

  コ 学校再編準備 

 

(２) 社会教育課 

ア 川根本町教育大綱の推進・見直し 

イ 川根本町社会教育ビジョンの推進 

ウ 生涯学習事業の推進 

エ 小学校５年生県外体験学習（九州方面）の実施 

オ 伝統芸能文化の保存継承 

 

Ⅱ 教育委員会の事務執行状況の点検・評価 

１ 教育委員会の開催状況及び審議等事項 

川根本町教育委員会では、令和５年度に４回の会議を開催しました。 

教育委員会の開催状況及び審議案件は次のとおりです。 

 

(１) 令和５年度教育委員会開催状況及び審議案件 

 

＜令和５年第４回会議（５月31日開催）＞ 

議案第27号 令和５年度要保護・準要保護児童生徒の認定について 
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議案第28号 川根本町就学支援委員会委員の委嘱について 

  議案第29号 川根本町社会教育委員の委嘱について 

  議案第30号 川根本町文化財保護審議会委員の委嘱について 

  議案第31号 川根本町社会教育施設運営委員会委員の委嘱について 

 議案第32号 川根本町スポーツ推進委員の委嘱について 

＜令和５年第５回会議（７月26日開催）＞ 

  議案第33号 川根本町立小学校において使用する教科用図書の採択について 

  議案第34号 川根本町立(仮称)本川根学園の校名について 

＜令和５年第６回会議（９月12日開催）＞ 

議案第35号 川根本町放課後子ども総合プラン運営委員会委員の委嘱について                 

議案第36号 川根本町立義務教育学校設置条例の制定について 

＜令和６年第１回会議（３月１日開催）＞ 

議案第１号 令和５年度末教職員人事異動内申について 

議案第２号 川根本町立義務教育学校開校に伴う関係条例の整備に関する条例 

について 

議案第３号 川根本町立義務教育学校開校に伴う関係規則・要綱等の整備に関 

する規則等ついて 

議案第４号 令和６年度教育費歳入歳出予算（案）について 

議案第５号 令和５年度川根本町教育委員会表彰受賞者の決定について 

議案第６号  川根本町教育大綱（案）について 

議案第７号  川根本町部活動指導員設置要綱制定について 

 

２ 教育委員会の活動状況 

     教育委員会は、所管する業務の内、例規に定められた事務について教育長に委

任し、教育長の指揮監督のもと教育委員会事務局がその事務事業を執行しており、

事務局は、教育総務課、社会教育課の２課体制でさまざまな事務を執行していま

す。 

各教育委員は、教育委員会議の他、町議会や種々の学校行事、学校訪問、教育

総務課、社会教育課の各種行事等に出席しています。各課における主な各種行事

等は次のとおりです。 

 

 

(１) 教育総務課関連各種行事等（令和５年度） 

４月 教職員着任式、小中学校入学式、町内校長研修会 

    公営塾定期打合せ（４月～３月） 

町内校長研修会 

部活動関係打合せ 

中高合同研修会 

改修工事定期打合せ（学校・業者） 

５月 地域支援会議、榛原地区教科用図書採択連絡協議会 
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町内校長研修会 

第４回町教育委員会・協議会、就学支援委員会 

議会全員協議会 

６月 町内校長研修会、町内小中学校管理職人事評価期首面談 

第１回川根高校魅力化推進連絡会（川根高校） 

「川根本町立学校の今後の方向性」説明（教職員・学校評議委員） 

榛原地区教科用図書採択連絡協議会研究会 

地域クラブ活動移行会議 

７月 特別奨学金選考委員会 

町内小中学校管理職人事評価期首面談、町内校長研修会 

榛原地区教科用図書採択連絡協議会 

「川根本町立学校の今後の方向性」説明（小中学校保護者） 

地域みらい留学オンライン研修会（川根高校への入学説明） 

静西教育事務所長、副所長市町訪問 

町公営塾夏期講習会開講 

第５回町教育委員会・協議会 

８月 町内校長研修会 

９月 町内校長研修会 

川根高校１日体験入学及び川根留学生説明会（川根高校） 

町内小中学校管理職人事評価前期評価面談 

本川根中学校修学旅行 

第６回町教育委員会・協議会 

10 月 教育委員町内小中学校訪問・新任教職員町内視察研修 

   町内校長研修会・静西教育事務所長市町訪問 

第２回川根高校魅力化推進連絡会（川根高校） 

地域みらい留学オンライン研修会（川根高校への入学説明） 

町内小学校就学時健康診断 

若者交流センター教育実習生受入（静岡大学生２名・７日間） 

中川根中学校修学旅行 

11 月 町総合教育会議・町内小学校就学時健康診断 

「川根本町立学校の今後の方向性」説明（保護者・地域住民） 

静岡大学、南砺市、大熊町、川根本町 SDGｓプロジェクト会議 

町内校長研修会・若者交流センター運営委員会 

中川根第一小学校、中央小学校、本川根小学校修学旅行 

川根高校オープンスクール（川根高校） 

公営塾学力テスト 

12 月 総合教育会議開催（コミュニティスクール・広報計画） 

「川根本町立学校の今後の方向性」説明（保護者・地域住民） 

町内校長研修会、中川根南部小学校修学旅行 

静岡大学・南砺市・大熊町・川根本町 SDGｓプロジェクト会議 
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人事異動に係る町内小中学校管理職面談 

町公営塾冬期講習会開講 

１月 第１回教育委員会・協議会 

町内校長研修会、就学支援委員会 

第３回川根高校魅力化推進連絡会（川根高校） 

地域みらい留学オンライン意見交換会（概要説明等） 

２月 中高一貫協議会研修会（オンラインによる研修会） 

町内校長研修会、町内小中学校管理職人事評価後期評価面談 

学校給食共同調理場運営委員会 

地域おこし協力隊活動報告会、川根高校魅力化講演会（川根高校） 

３月 町内校長研修会、教職員離任式 

第１回教育委員会・協議会 

第３回就学支援委員会 

奨学金選考委員会、川根留学生説明会、入寮者面接会（川根高校） 

公営塾春季講習会 

 

(２) 社会教育課関連各種行事等（令和５年度） 

４月 第１回生涯学習推進協議会 

第１回スポーツ推進委員連絡会 

図書だより（令和４年度第１回目）発行 以降毎月発行 

幼児運動プログラム・トレーニング講習会 

５月 第１回社会教育委員会 

第１回駅伝実行委員会 

第１回接岨湖湖面利用協議会 

川根本町カヌー普及協議会 

幼児運動プログラム・小中学校カヌー出前教室 

第２回スポーツ推進委員連絡会 

第１回文化財保護審議会 

６月 第２回駅伝実行委員会 

第１回ふるさと発見団 

幼児運動プログラム 

小中学校カヌー出前教室、運動教室（ｽﾎﾟｰﾂ推進協働ﾊﾟｰﾄﾅｰ連携事業）、 

トレーニング講習会 

むつみ学級開講式・第１回学習会 

文化会館 劇団たんぽぽ演劇公演（児童対象） 

７月 ブックステップ事業 

小中学校カヌー出前教室・運動教室  

幼児運動プログラム 

第２回ふるさと発見団 

すこやか大学開講式・第 1回学習会 
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文化会館 劇団たんぽぽ演劇公演（一般） 

８月 海の子・山の子交流教室（山の体験 １回目） 

小学校５年生県外体験学習（九州方面） 

幼児運動プログラム 

第３回スポーツ推進委員連絡会 

カヌー出前教室 

   むつみ学級第２回学習会 

   第１回社会教育施設運営委員会 

徳山の盆踊ユネスコ登録記念事業 

９月 地域ふれあいスクール 

文化会館 生涯学習講座 

第４回スポーツ推進委員連絡会 

カヌー出前教室・運動教室 

第５回スポーツ推進委員連絡会 

すこやか大学第２回学習会 

文化会館 怪談公演『怪談』こわい噺
はなし

 

10 月 地域ふれあいスクール 

第３回駅伝実行委員会・第１回駅伝スタッフ会議 

カヌー出前教室、トレーニング講習会 

運動教室 

ノルディックウォーキング体験教室 

第６回スポーツ推進委員連絡会 

海の子・山の子交流教室（海の体験） 

すこやか大学第３回学習会 

むつみ学級第３回学習会 

文化会館 クラシック講座（クラシックの裏側見せます講座） 

文化会館 クラシック公演（弦楽四重奏コンサート） 

11 月 海の子・山の子交流教室（山の体験 ２回目） 

地域ふれあいスクール 

生涯学習講座・本のリサイクル市 

元気いっぱい教室（転倒防止プログラム）幼児運動プログラム 

運動教室 

第７回スポーツ推進委員連絡会 

ワンタッチバレーボール大会 

紅葉カヌーツーリング 

むつみ学級第４回学習会 

第３回駅伝実行委員会 

第３回ふるさと発見団 

12 月 静岡県市町対抗駅伝競走大会参加 
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地域ふれあいスクール 

第１回伝統文化勉強会、クリスマスステージ、BACK ステージワーク 

ショップ、生涯学習講座 

元気いっぱい教室、奥大井パドリングクラブ、運動教室、幼児運動 

プログラム 

すこやか大学第４回学習会 

文化会館 映画上映会（RRR 上映会） 

１月 はたちの集い 

地域ふれあいスクール 

町民読書感想文コンクール審査 

文化会館 生涯学習講座 

元気いっぱい教室 

奥大井パドリングクラブ・幼児運動プログラム 

第８回スポーツ推進委員連絡会 

第２回駅伝スタッフ会議 

生涯学習県内視察研修会 

放課後子ども総合プラン運営委員会 

文化会館 即興芝居ワークショップ（川根高校） 

２月 生涯学習のつどい 

地域ふれあいスクール 

第４回ふるさと発見団 

町民読書感想文コンクール表彰 

生涯学習講座 

元気いっぱい教室・奥大井パドリングクラブ・幼児運動プログラム 

お茶の里ファミリーマラソン 

第４回駅伝実行委員会 

文化会館 映画上映会（エール・シングネクストステージ２本上映） 

３月 第２回社会教育施設運営委員会 

お茶の里ファミリーマラソン 

図書ネットワーク運営委員会 

元気いっぱい教室・幼児運動プログラム 

第９回スポーツ推進委員連絡会 

文化会館 即興演劇（笑おう ロクディム即興コメディ） 
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３ 自己評価 

(１) 各事業における点検・評価 

【教育総務課関連事業】 

事業内容 総  合  教  育  会  議 

取組状況 

総合教育会議は、平成27年４月１日施行の「地方教育行政の組織及

び運営に関する法律」の一部が改正されたことにより設置され、会議

構成員は、町長及び教育長、教育委員だが、必要に応じて関係職員等

の出席を求め、意見を聴くことができるものである。 

「川根本町教育大綱」に基づき、令和５年度は、町総務課の主管に

より、２回の総合教育会議を開催した。 

教育大綱には、教育総務課関連事業・社会教育課関連事業のほか、

町長部局の健康福祉課・くらし環境課関連の事業等についても盛り

込まれた内容となっており、令和５年度までの町の教育のあり方、町

内における子育て施策の方向性が示されており、今後の学校再編に

向けて、学校再編計画に基づき令和５年度まで延長されている。 

成  果 

大綱に記載されている内容について、それぞれの担当部局におい

て実施されているが、特に令和５年度は、新たな義務教育学校の開

校に向けた条例改正や校名などを協議したほか、県教育委員会にお

いて川根高校の全国からの生徒募集が開始決定されたことは、大き

な進展であった。 

このほか、川根留学生だけでなく地元の生徒を含めた川根高校支

援のための給付型奨学金制度の創設や、小学生の県外体験学習の実

施、町の伝統文化の伝承のための施設として、「川根本町伝統文化

伝承館」が建設されるなど、着実に教育大綱に掲げた事業が推進さ

れている。 

課  題 

 教育に対する町民のニーズは、年々益々複雑化・多様化してきて

いるため、協議内容も多岐にわたっている。 

 特に本町の特徴である小規模校における教育のあり方について

は、今後も大きな課題として引き続き協議、検討していかなければ

ならないことである。 

この総合教育会議の大きな目的は、首長（町長）と教育委員会が

相互の連携を図り、より一層民意を反映した教育行政を推進してい

くために設置されたものである。 

そのため、これからもこの総合教育会議において、首長の教育に

対する考え方を教育行政にさらに反映していくことが求められ、教

育現場からの意見だけでなく、町民からの様々な要望に応えていけ

るよう努力していかなければならない。 
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事業内容 教  育  委  員  会 

取組状況 

教育委員会は「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」及び

「川根本町教育長に対する事務委任規則」の規定に基づき、年度内

に４回の会議が開催された。 

成  果 

協議内容は、各種委員の委嘱、条例・規則の制定・改正、準要保

護児童生徒の認定、教育費予算関係の承認、教職員の人事案件の承

認等で、いずれの案件に対しても真摯に協議され、本町の教育行政

の円滑な推進に寄与されている。 

新しい委員構成の中でそれぞれの役割をしっかりと果たし、町の

教育行政を滞らせることなく、令和５年度を迎えることができた。 

このほか、小中学校の入学式や卒業式をはじめ、各学校の訪問、

数々の式典・発表会等にも積極的に参加されるなど、教育委員とし

ての職務を充分に果たしている。 

課  題 

 教育委員会としての課題については、ますます顕著となる町の人

口減少に伴う少子化が予想される中、町内の小中学校の教育のあり

方について多くの町民から様々なご意見をいただいており、こうし

た要望にどのように応えていくのか、様々な角度から検討し、令和６

年度の義務教育学校２校体制の実現に向け、町民に対する分かりや

すい説明が求められている。 
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事業内容 町 教 育 ビ ジ ョ ン の 推 進 

取組状況 

平成28年３月に策定した「川根本町教育大綱」に基づき、学校教

育ビジョン「学力向上ネットワークプラン」を掲げ、子どもたちの

生きる力の育成、確かな学力の育成に力を注いでいる。 

令和５年度は、令和６年度以降の次期教育大綱の制定に努める。 

成  果 

学校教育ビジョンの趣旨を踏まえた教育活動が、各小中学校で実

施された。カリキュラム・マネジメントに基づき、子供たちが自ら

の学びの足跡と成長の過程を振り返る時間を確保するなど、キャリ

ア発達を促す取組が見られた。また、各校で実施されている、小規

模校の良さを生かした学習の成果を出し合う場としてＲＧ授業を位

置付けた。 

取組の成果として次のような姿が見られた。 

【小学校】 

・自分の思いや考えを適切に表現できるようになった児童の姿が

認められる。 

・音楽や体育、図工等では、普段の学習で体験できないことに挑

戦し、自己実現を図る子どもの姿が見られた。 

・人数が増えても臆することなく、「考え」、「表現する」ことの

できる児童が、引き続き増加傾向にある。 

【中学校】 

・小学校期からＲＧ授業に取り組んできているため、人間関係の

形成能力が高まっている。 

・多様な考え方に触れ、対話的な学びの中で、学習事項を深く理

解する生徒の姿が見られた。 

【教員】 

 ・小中の枠を超えて、他校の授業研究や事後研修に参加すること

により、教材の系統性や授業づくりの視点等について理解を深

める教員が増えた。 

課  題 

 課題として次のようなことが挙げられており、今後の重点として

取り組みたい。 

 ・問題解決的な思考を伴う授業について、児童生徒の自己評価に課 

題が見られる。各校において、日常的に問題解決的学習を積み上

げるとともに、「問題解決学習」の解釈について、町内教員で検

討、共有する必要がある。 

 ・個別最適化された学びを創出するため、児童生徒の資質能力ベー 

スで授業改善を進めるとともに、習得主義による次世代教育を指

向した授業づくりについて検討していく必要がある。 

・新型コロナウイルス感染拡大防止措置を講じた上で、ＲＧ授業等 

の交流活動の実施の可否について慎重に検討する必要がある。 
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事業内容 静 岡 県 立 川 根 高 等 学 校 に 対 す る 支 援 策 

取組状況 

県立川根高校は、川根地域唯一の高等学校であり、町として様々

な支援をしている。 

平成 26 年度から受け入れを開始した「川根留学生」制度に対

し、町は、下宿生や南麓寮生に対する一人当たり 30,000 円の補助

金を支出しているほか、平成 27 年度には川根本町若者交流センタ

ー「奥流」を建設し、川根留学生の支援を行っている。 

その後、平成 28 年度に現在の南麓寮を 10 室増築、さらに平成 30

年度からは元中部電力の単身寮「崎平よすが苑」を借上げるなど川

根留学生の増加に合わせて入居定員の増に努めている。 

現在は、３つの寄宿施設で、男子 62 人・女子 18 人の計 80 人の

受入が可能となっている。 

また、留学生だけでなく地元の通学困難な生徒のための寄宿舎と

しても受入が可能となっている。 

成  果 

平成 29 年度に静岡県教育委員会が県内初となる全国からの生徒

募集を決定して以降、これまでに県外から川根高校に入学した生徒

は延べ38人となっている。令和５年度は、８人が全国各地から川根

留学生として川根高校に入学している。 

 この「川根留学生」の取り組みは、川根高校の存続と町の活性化

に大きな役割を担っているが、都市部からの価値観の違いや様々な

経験を持つ生徒との交流により、地元の生徒にとっても大きな刺激

となっている。 

 また、川根留学生の中にはこの川根本町に愛着を持つようになっ

た生徒も多いが、「将来、町のために役に立ちたい」と考える生徒

もいるなど、大きな期待が持てる事業の１つである。 

 川根高校の魅力化推進のための地域おこし協力により学校や地域

等と連携を図りながら推進していきたい。 

課  題 

町の川根高校に対する支援と県による生徒募集枠の拡大により、

県内外から入学する川根留学生は増える傾向にあるが、川根高校の

生徒数は減少傾向にある。今後の課題としては、寄宿舎の安定した

運営と合わせて連携中学校からの入学者を増やす取組みも必要とな

る中で、今後は、建設や運営面の財政負担について国や県と協議

し、町の負担軽減を最優先として取組みながら、連携中学（本川

根・中川根・川根中学校）から川根高校への進学率を上げるよう、

川根高校の魅力化をさらに高めていくことが大きな課題である。町

としては公営塾の開設や、特別奨学金制度の創設等、積極的な取組

みにより魅力化を図っている。 
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事業内容 川 根 本 町 公 営 塾 

取組状況 

 川根本町公営塾は、平成30年５月から「株式会社 Ｂｉｒｔｈ 

47」に指導管理業務を委託し、中学校３年生及び高校生を対象に、

若者交流センター奥流を会場に開講している。また、中学校１年生

と中学校２年生を対象とした短期講習会を「夏期」、「冬期」、「春

期」の３期に分けて開催した。 

 この公営塾も、川根高校魅力化の取組の一環でもある。 

成  果 

 令和５年度の実績（実利用者）は、中学校３年生13人、高校生 

44人、合計57人が登録し、個別指導を受けている。また、春期講 

習13人、夏期講習会では14人、冬期講習会では13人が登録し指導を

受けている。 

 講習会に参加した生徒と保護者に対してアンケートを実施した

が、「勉強に関して取り組みやすい環境を作ってもらえた。」、「分か

らないところがわかり易く教えてもらえた。」、「数学の図形を教え

てもらい分かるようになった。」など高い評価を得ることができて

いる。 

課  題 

 公営塾開講の最大の目的は、町の教育大綱にも掲げている、子ど

もたち一人一人の「確かな学力」の育成と、自立のための「キャリ

ア教育」の推進である。 

 また、川根高校の魅力化の一つとして、この公営塾の成果には大

きな期待を寄せている。 
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事業内容 特 別 奨 学 金 制 度 

取組状況 

平成30年度に給付型の特別奨学金及び貸与型の特別奨学金制度を

創設した。この制度は単なる奨学金の給付に留まらず、町の将来の人

材育成のための投資であると考えている。 

成  果 

給付型奨学金では、国公立大学等へ入学した１名に大学入学一時

金を、連携中学校からの入学生１名に連携中学生入学一時金を、連

携中学校以外の中学校からの入学生２名に川根留学生入学一時金を

給付した。 

また、川根高校において１学期及び２学期に勉学に励み、一定基

準以上の成績を収めた生徒５名に給付型奨学金を給付した。 

貸与型奨学金では、１名に貸与を行った。 

課  題 
 町は積極的に PR を行い、自らの夢や希望を叶え、奨学生が将来

町に戻っての活躍を期待している。 
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事業内容 中 学 生 ・ 高 校 生 海 外 英 語 研 修 

取組状況 

平成 29 年度からは、町内の中学校２年生の希望者とともに高校

生も対象に加え（高校生は英検準２級以上の取得が条件）、海外英

語研修（カナダでの短期ホームスティ）を実施している。 

令和５年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、カ

ナダへの渡航ができず事業は中止となった。 

令和６年度の実施に向け、課題調整しながら準備を進める。 

成  果 

 本事業は、子どもたちの英語力の向上を目指すものであるが、加

えて異国の文化に触れることでグローバルな感覚を養い、将来の町

を担う人材を育成することも目的としており、中学２年生と高校生

という多感な時期での海外研修は、大変有意義である。 

 中学生の中には、滞在中の生活面に不安を訴える者もいるが、渡

航前にＡＬＴによる英会話教室を開催し、海外での生活における注

意点等を含めて事前学習を行い子どもたちの不安解消に努めてい

る。 

 なお、高校生にあっては、英検準２級取得者を参加条件としてい

るが、参加する高校生は、自らの英語力の向上に対する意識の高さ

がうかがえる。 

 また、随行職員については、町職員のほか町内の中学校教師が引

率者として参加し、特に若い職員や教師にとっては有意義な自己研

鑽の研修事業ともなっている。 

なお、平成30年度から開始されたゾーホージャパン支援による高

校生のインドサマーキャンプ事業についても、カナダ研修同様に中

止となったが、英語力の向上という視点だけでなく、ICT 関連技術

も含め、町の将来を見据えたグローバルな人材育成という視点にお

いても魅力的な事業となっている。 

課  題 

 新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止としたが、今

後の開催については、感染症の状況を見ながら開催について検討し

ていきたい。 

 また、昨年も課題としているが、10日間程度の短期研修ではな

く、長期の海外留学に対する支援制度を望む声もあり、インド研修

を含めた今後の検討課題としたい。 
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事業内容 Ｉ Ｃ Ｔ 教 育 推 進 事 業 の 展 開 

取組状況 

 平成 29 年度から進める「川根本町ＩＣＴ教育推進事業」につい

ては、令和４年度に第２期ＩＣＴ教育事業として新たな業務委託契

約を行い、更なるＩＣＴ利活用を目指したＩＴ人材育成事業共同企

業体と締結し事業を進めている。環境面においても校内無線ＬＡＮ

設備、全ての教室に１台以上の電子黒板、書画カメラ、プリンター

などを設置、すべての児童生徒と教職員にはタブレット端末が配備

されている。教職員に対しては、きめ細かな取扱い説明などを行

い、このＩＣＴ環境を活用し、小規模校ならではの一人一人を大切

にした授業が各学校で展開されている。 

 この事業実施に当たり、実際に授業を行う教員の意見を重視する

ため、事業受託共同企業体３社、教育委員会、教員で組織する「Ｉ

ＣＴ教育推進事業協議会」を設立し、定期的に意見交換を行いなが

ら効果的な活用ができるようにしている。 

成  果 

 ＩＣＴ機器の導入により、従来の方法では難しかった「課題の焦

点化を図り、必要な情報を共有させる」ことが容易になり、教員の

工夫により分かりやすい授業づくりが可能となっている。 

 特に授業や教材準備などの時間を短縮し、授業中に課題を追及す

る時間を十分に確保することにより、子どもたちの主体的な学習を

創りだすことができるようになった。 

 また、本町のＩＣＴ教育は、できるだけ使用制限をせず、情報機

器が使える日常に近い環境の中で「きちんと教えるべきことは教え

る」という教育方針を取っていることも重要である。 

 子どもたちに必要な情報リテラシー教育と情報モラル教育を、義

務教育学校の９年間を見通して計画的に積み上げ、ネット犯罪など

に巻き込まれない知識と活用能力を育むようにしている。 

 これら先進的な取組が認められ、町内すべての小中学校が、日本

教育工学協会「学校情報化優良校」の認定を受けており、平成30年

11月に、静岡県内初となる「学校情報化先進地域」の認定を受けて

いる。 

課  題 

ＩＣＴ教育事業の推進にあたり、関係機関により組織する「ＩＣ

Ｔ教育推進事業協議会」で事業内容の精査・改善の協議を行い実施

しているが、多額の経費を充当した事業となっているため、契約期

間経過後も継続した事業となるよう、事業内容や経費等について検

討しながら事業を推進していく必要がある。 
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事業内容 学 校 施 設 の 維 持 ・ 管 理 

取組状況 

各小中学校舎の建設年度は以下のとおりで、築 40 年以上の年月

が経過しているが、現状の耐震化率（文部科学省基準）は 100％で

ある。 

 中川根中学校   昭和 59 年７月（築 40 年経過） 

 本川根中学校   昭和 45 年３月（築 54 年経過） 

 中央小学校    昭和 52 年３月（築 47 年経過） 

 本川根小学校   昭和 47 年３月（築 52 年経過） 

※令和５年度末現在  

 この他、各学校とも体育館及び格技場（中学校のみ）等が整備さ

れているが、やはり建設年数は 30 年以上を経過している施設が多

く、老朽化が顕著になってきている。 

成  果 

各学校の校舎修繕・工事については、毎年の予算編成の中で優先

順位を確認し、計画的に実施されている。 

令和５年度は、計画に基づき改修工事を完了することができた。 

なお、小中学校の施設維持管理の考え方は、第一に児童・生徒の

安全確保であり、緊急性の高い工事・修繕等を優先して実施してい

る。 

課  題 

大規模な地震が発生した場合、校舎等の崩壊の危険性は少ないと

思われるが、東日本大震災や熊本地震の例にもあるとおり、想定外

の被害も懸念される。 

校舎に限らず、他の学校施設を含めて老朽化による毎年の修繕経

費が多額となっており、大きな財政負担となっていることから、施

設の長寿命化等先を見通した対策が急務である。（国・県に対して

は地震対策等だけでなく、財源確保のための補助金制度の創設等を

要望している。） 

今後、大きな予算が必要となる工事については、老朽化に伴う防

水関連の工事や設備改修であり、部分修繕だけでは対応できないケ

ースも予想され、大きな課題となっている。 
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事業内容 学  校  給  食 

取組状況 

令和５年度は、給食提供日数が 177 日（年間調理場稼働日数 186

日）であり、計画的に児童生徒に美味しい給食を提供している。 

給食費については、小学生が月額 4,250 円、中学生は 5,060 円で

あり、全国的に見ても適正な価格で提供できている。 

成  果 

 学校給食は、県の栄養職員による献立により、児童生徒の成長に

合わせたメニューが提供され、併せて食育の推進やアレルギーのあ

る児童生徒に対する配慮も徹底して行われている。 

 また、地元産の食材も積極的に使用するなど、工夫を凝らした安

全で美味しい給食が提供されている。 

 さらに、全国でも問題となっている給食の残食については、全国

的な平均が７％程度であるのに対し、本町は約３％以下である。 

 施設面では、令和３年度に、調理場内の電気設備改修工事の実

施、炊飯システム・調理機器の更新を実施している。 

学校給食費の無償化等については、学校給食共同調理場運営委員

会で協議した結果「当面の間保護者の負担とすべき。」という意見

が大半を占めたため、町としても委員会の意見を尊重し、当分の間

は保護者負担とすることとしている。 

課  題 

 施設は築 23 年が経過し、施設内の老朽化による修繕の必要箇所

や調理器具の交換の必要も毎年出てきているが、今後も修繕、交換

等について計画的に実施する予定である。 

 また、過去の停電の際には、オール電化で稼働する施設のため、

調理が一時的に不能となったことがあり、緊急時の調理への対応が

懸念されている。 

当面の間はレトルト食材等での対応とすることとしているが、防

災面での対応なども考慮し、非常用電源等の確保についての課題が

残されている。 

学校給食費においては国の無償化の動きも見据えて、川根本町の

対応について検討し令和６年度予算化に向けて検討する。 
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事業内容 ス ク ー ル バ ス の 運 行 

取組状況 

現在、運行しているスクールバスは、次の９路線と大井川鐵道バ

ス利用である。 

【三ツ星小学校・中川根中学校】７路線 

 地名線 

 壱町河内線 

 久野脇線 

 久保尾線 

 中央線 

徳山線 

 藤川線 

【本川根小学校・本川根中学校】２路線 

 接岨線 

 北部線 

 

 大鉄バス寸又峡線（本川根中学校） 

 

路線によっては利用者が少なくなることも予想されるが、広大な

面積を有する川根本町であり、児童生徒の安心安全の確保のための

スクールバスの運行は不可欠な通学手段となっている。 

成  果 

スクールバスは、統合等により遠距離となった学校への通学を基

本として、小中学校のＲＧ授業や総合的な学習、中学校の部活動な

ど、山間地における児童生徒の安全な登下校や、都市部への移動手

段として大きな成果を挙げている。 

課  題 

 地区によってはかなりの少人数利用者の中でのスクールバスの運

行が予想されるが、たとえ 1人の利用者であっても公平な義務教育

の実施に当たり、バスの運行は続けていかなければならない。 

 そのため、将来的な利用者の見込みを考慮し、現在の路線の変更

等も視野に入れた計画的なスクールバスの運行をしていかなければ

ならない。 

 また、毎日運行されるスクールバスのため、修繕を含め乗車人数

等を考慮した車両の更新時期についても、計画的に実施して行く必

要がある。 

 令和６年度に義務教育学校の開校を控え、バス運行ルートの見直

しを行う。 

  



 
 

事業内容 私 立 幼 稚 園 教 育 に 対 す る 支 援 策 

取組状況 

設立当初から幼児教育の大切さを唱え、親子の絶対的な信頼関係

（特に母と子）こそが生涯の「生きる意志」を形成するという考え

で、町の幼児教育を推進してきた「さゆり幼稚園」が令和４年度末

をもって休園となっている。 

成  果 
町では、これまで事業実施に応じた運営費を補助することで支援

を図ってきた。 

課  題 
近年の少子化の影響は大きく、年間に出生する子どもの数は 10 名

程度であり、町の幼児教育環境に大きな影響を及ぼしている。 
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事業内容 教  職  員  住  宅 

取組状況 

教職員人事は、原則として榛原地区は川根本町・吉田町・牧之原

市の１市２町での異動が行われるが、志太地区（島田市・藤枝市・

焼津市）等との人事交流も行われている。 

現在、教職員住宅は、教職員の生活支援を目的に、通勤負担の軽

減のためには必要な施設として、町内の下長尾地区に世帯寮３室、

単身寮14室を備えた「中川根教職員住宅」と、千頭地区に世帯寮３

室、単身寮９室を備えた「あじさい寮」を整備している。 

下長尾地区の「中川根教職員住宅」は、昭和 57 年建設で老朽化

が著しく令和５年度末現在、入居の申し込み受け付けは中止してい

る。 

住環境の整備のほか、町では多忙な教職員の食生活を支援するた

め、教職員住宅に入居する教職員の希望者に対し毎週月曜日から木

曜日の夕食を提供（有料）している。 

成  果 

本町には、毎年多くの優秀な教職員を配置していただいている

が、これらの教職員の中には町外から 1時間以上かけて通勤する教

職員も少なくない状況である。 

令和５年度当初では、「あじさい寮」に世帯寮と単身寮合わせて

10 名の教職員に入居して、児童生徒の教育に尽力していただいてい

る。 

町では教職員の生活面での負担の軽減を図るとともに、少しでも

入居者の生活利便性が向上するよう、随時必要箇所の修繕工事や備

品購入等で対応している。 

課  題 

今後、本町出身の教職員が徐々に減少していくことが予想される

中、榛原地区だけではなく、周辺地区からの交流等による教職員の

配置が益々必要となってくるが、過疎地域である本町に勤務するた

めには、川根本町内に生活の拠点を移すことが必要である。 

 そのため、遠方から赴任される教職員のための住宅提供は不可欠

であり、学校再編も考慮した中で計画する必要がある。 

 今後は、川根高校の生徒受け入れのための寄宿舎と合わせ、多く

の教職員や高校生が共同で生活することによる効率的な管理運営が

可能な施設の整備も視野に入れ、慎重に検討することとしている。 
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【社会教育課関連事業】 

事業内容 町 社 会 教 育 ビ ジ ョ ン の 推 進 

取組状況 

魅力ある社会教育を推進する中で、基本的施策として「地域共創

型支援」、「施設の充実・連携・有効活用」、「ＩＣＴの活用」、「文

化・芸術スポーツの振興」を推進している。 

成  果 

・「地域共創型支援」…住民が自ら講座を企画することにより、身

近な趣味・趣向での学習意欲が高まり、受講者の趣味が広がり、

受講者同士のコミュニティの形成、まちづくり活動などへ積極的

な社会参加ができるよう幅広い活動の場を提供している。 

・「文化・芸術・スポーツの振興」…川根本町文化財保存整備等事

業費補助金により、伝統芸能の保存と継承を支援するとともに、 

 町民が文化芸術を体験する、ダンスと音楽のワークショップを実

施した。図書室では５月から毎月「図書だより」の発行を開始

し、図書室利用促進を図った。 

また、健康な生活を送れるよう軽スポーツの普及とカヌー関連イ

ベントの開催（ツーリング・パドルミーティング）や体験機会の

創出、競技力の向上のための支援など、カヌーのまちづくりに向

けて環境を推進している。 

 ・「ＩＣＴの活用、施設の充実・連携・有効活用」…高度情報通信

基盤網のＩＣＴを活用し、文化会館図書室では引き続きインター

ネット閲覧サービスと静岡新聞データベース閲覧サービスを行っ

ている。 

課  題 

ＩＣＴを利活用して施設等の情報発信をしていくにあたり、施設

の内容充実はもとより、他課との連携により効果的な情報発信の方

法や利用者の利便性について検討が必要である。 
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事業内容 生 涯 学 習 推 進 事 業 

取組状況 

地域で取り組む生涯学習事業は、地域をテーマとし地域の素材を

活かし地域に根差した地域の人による手作りの事業を実施してい

る。生涯学習講座やむつみ学級、すこやか大学、ふるさと発見団な

ど、それぞれの世代の学習意欲を高める生きがいづくりに努めた。 

  

成  果 

川根本町ならではの互いに顔がわかる親しさの中で世代を超えた

人々が出会い、支え合い、つながりがさらに深まり町の活性化につ

ながっている。生涯学習推進大綱の基本方針でもある「町民と行政

の協働によるまちづくり」に基づき町民の持つ技術や経験などを積

極的に活用した学びの機会を設定し自己充実感、自己有用感及びま

ちづくりの参画意識を高めている。また、地域に根差し地域の特長

を生かした取り組みは、豊かな地域社会を創っている。 

課  題 

各地区の生涯学習事業は新型コロナウイルス感染拡大により28組

織中 26 組織の実施となった。また、少子高齢化等の影響により参加

者が減少傾向であるため、幅広い世代の住民に参加してもらえるよ

うな事業の実施が必要である。事業推進にあたり、地区推進員に事業

の必要性等理解していただき、研修会の開催等、事業推進しやすい環

境を整えていくことが必要である。 
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事業内容 青  少  年  活  動 

取組状況 

青少年がふるさとへの関心と誇りを持ち、互いに交流を深め、ま

ちづくり活動などへの積極的な社会参加ができるよう、幅広い活動

の場を提供するとともに、地域のリーダーとして成長するための事

業を展開している。 

○ふるさと発見団事業（４回開催、参加７名） 

○海の子山の子交流教室事業（８月・11 月 山の体験、10 月 海

の体験） 

○スポーツ少年団支援事業（野球・サッカースポーツ少年団へ補 

助金交付） 

○放課後子供教室推進事業（３会場 参加児童 実人数 40 名   

延人数 289 人） 

○はたちの集い開催（対象者：43 名、出席者：31 名） 

○小学校 5年生県外体験学習（九州方面 32 名参加） 

成  果 

参加者が川根本町や研修先の地域の歴史・文化を学ぶことがで

き、それぞれの良い所を再発見することができた。また、中学生や

高校生ボランティアが、今後、交流活動や文化芸術活動において、

リーダーとなれるよう、体験機会を提供することができた。 

課  題 

青少年の趣味や遊びが多種多様化してきたことや、青少年活動そ

のものへの参加意欲の減退がある中、更なる青少年の健全育成を推

進していくために、幅広い活動の場の提供や、青少年の参加を増やし

ていくための事業内容や日程を検討していく必要がある。 
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事業内容 小 学 生 県 外 体 験 学 習 

取組状況 

令和３年度は対象者を６年生と５年生を対象に北海道から山梨県

に変更計画したが新型コロナウイルス感染症の感染拡大により事業

を中止した。 

本事業は平成 27 年度まで新潟県を拠点に行っていたが、静岡空

港の利活用促進のため、平成 28 年度から北海道に変更している。 

成  果 

 本事業は、子どもたちの協調性・社会性・自立性・郷土愛などを

育てることを目的に実施しており、現地に行くことにより、教科書

で見ることに比べ、より深く学ぶことができ、学習能力の向上に繋

がっていると感じられる。 

また、集団生活をすることにより、自我の形成や社会性を身に付

けるといった目的を十分に満たしていると感じられる。 

課  題 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、令和 2年度、3年度

事業を中止した。 

県外体験学習の目的に沿ったよりよい活動となるよう、事業内容

や日程、研修先の変更など引き続き検討していく必要がある。 

 

事業内容 家 庭 教 育 の 充 実 ・ 地 域 社 会 と の 連 携 

取組状況 

・保護者が家庭での教育やしつけに関して計画的かつ継続的に学習

をすることで、家庭教育力の更なる向上を目指す 

・互いに協力し合い学び合う共通の学習の場を通して、保護者同士

のネットワークを培う 

この２点を趣旨として各学級で年間の計画を作成し、それぞれ

活動した。 

成  果 

・１年間の活動をとおし、保護者がしつけや子育てについて学ぶ

ことができた。食育や子供との接し方、悩みの共有など、それぞれ

の学級で必要とされた学習を行うことができた。 

・家庭教育支援員の活動の場を増やし、保護者同士が悩みを共有

する場をつくることができた。 

課  題 

・対象学年の保護者以外に学習機会がないため、休日などを使っ

た、幅広い年齢を対象とした学習会を開催したい。 

・グループトークのファシリテーターという性質上、家庭教育支援

員の活動の場をつくることができなかった。 
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事業内容 生 涯 ス ポ ー ツ の 推 進 

取組状況 

かつて町内にも多くの愛好者を抱え、連盟等の組織も確立されて

いた野球やソフトボール、バレーボールやサッカーなどといったス

ポーツは競技人口を減少させている。 

これらに代わるものとして、スポーツ推進委員や体力づくり地区

推進員との連携による軽スポーツの普及、出前教室やツーリング等

のイベントによるカヌーの振興に加え、総合型地域スポーツクラブ

のような地域密着型の活動団体との協働での生涯スポーツの推進に

取り組んでいる。 

また、毎年「生涯学習スポーツのつどい」として、ファミリーマ

ラソンを開催して、町民のスポーツに親しむ機運の醸成を図ってい

る。 

成  果 

令和５年度において、スポーツ教室と題し、２種目を実施した。

誰にでも気軽にできる軽スポーツとしてワンタッチバレーボール 

大会を実施し６チーム、約 45 名の参加があった。ノルディックウ

ォーク体験教室は参加者 18 名で実施し、ニュースポーツの普及に

努めた。 

町が主催するカヌー教室やイベントに延べ 791 人が参加した。 

また、「生涯学習スポーツのつどい」として、ファミリーマラソ

ンを実施し、参加者 100 名でコロナ禍前と同じ内容で実施した。 

課  題 

スポーツをすることが習慣づいていない町民は、スポーツが心身

の健康に繋がるという認識は共通に持ち合わせているが、時間を作

り、実践に移すまでの行動には至らない状況である。 

今後は、更なる情報や機会の提供、誰もが親しみ易い軽スポーツの

導入、スポーツの楽しさ、喜びをいかに拡散し、より多くの人に興味

を持ってもらえるかが課題だと考えている。 
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事業内容 社 会 体 育 施 設 管 理 運 営 

取組状況 

町民の健康増進・体力維持のため、町民のニーズに合わせ、様々

な種類の競技に対応できるよう施設を備えている。また、定期的に

改修工事を実施し、町民が使いやすく安全にスポーツをできる環境

を整えている。 

成  果 

令和５年度の施設利用者は 17,707 人でコロナ禍前の利用者数に

戻りつつある。 

定期的に改修工事を実施することにより、老朽化した施設でも、

利用者が満足にスポーツを実施できるよう環境を整えている。 

社会教育施設運営委員会を２回開催し、施設の運営についての検

討や委員から施設の利用についての貴重な意見やアイデアをもらう

ことができ施設運営につなげたい。 

課  題 

定期的に改修工事を実施しているとはいえ、少子高齢化の影響で

競技人口が減少しており、利用していない施設でも除草作業や草刈

り作業といった管理業務委託料や電気料金等経費が掛かっている。  

利用頻度の低い施設をどう維持していくのか、また、町外者の利用

を増やすような仕組みも今後の課題である。 
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事業内容 海 洋 セ ン タ ー 運 営 事 業 

取組状況 

町民のスポーツの振興、運動する習慣づけを様々な世代、多様な

ニーズに対応出来る運動プログラムを提供し、また社会教育ビジョ

ンの「カヌーの町づくり」の具現化を目指し、カヌー、ＳＵＰのパ

ドルスポーツの推進を図り、スポーツを通じて本町に住む満足度を

高められることを念頭に置き、取り組んでいる。 

成  果 

令和５年度における施設利用者は 10,500 人（前年度 8,500 人）

余で、コロナ禍前の利用者数に少しずつ戻っている。 

生涯スポーツの拠点施設として、競技やレクリエーションによる

利用に加え、健康づくりや美容及びダイエット、日々のストレスの

発散など様々な用途での活用が図られることで、事業の成果が得ら

れた。 

課  題 

竣工から約 40 年余が経過したことによる老朽化対策、建築基準法

や消防法などの法令改正への対応、少子高齢化や人口減少、スポーツ

の多様化など運動に対する趣向の変化など、施設が抱える課題は山

積している。 
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事業内容 文  化  会  館  運  営  事  業 

取組状況 

公立文化施設の機能である文化権の保障、文化芸術の振興（創

造、発信、普及及び継承）、地域コミュニティの拠点、そして文化

芸術による経済的貢献を果たすべく、町民が集う「憩いの場」「交

流の場」「学びの場」「情報収集と発信の場」として、いつでも自由

に利用できる施設を目指し取り組んでいる。 

文化芸術事業においては、「劇団たんぽぽ」による演劇公演、ク

ラシック講座・コンサート、怪談公演、映画上映会など幅広い年齢

層に向けた公演のほか、即興演劇など、町民が様々な交流を通して

文化芸術の素晴らしさを体感し、広く普及が図られるような事業を

展開した。 

図書事業においては、新刊案内や蔵書紹介を掲載した「図書だよ

り」を毎月発行するほか、本のリサイクル市などを実施し、図書室

の利用促進、図書啓発を図った。 

施設整備では、舞台照明設備改修、自動火災報知設備改修、館内

の避難誘導灯改修など不具合箇所の修繕を実施した。 

成  果 

町内で唯一舞台ホールを有する文化施設として町民等がいつでも

気軽に利用できるよう心がけており、令和５年度においては延べ

14,225 人が文化会館を利用している。 

また、図書室を除く施設の稼働率は 77.03％で、利用者の内訳と

しては全体の 66％（358 件）が行政関連、次いで文化協会関連が

17％（92 件）となっている。 

文化芸術事業においては、自主事業パートナー制度導入以前と同

等の費用で多種多彩な公演を開催し、令和５年度において、公演を

７回、ワークショップを２回実施し参加者は延べ 848 人であった。 

課  題 

平成 23 年度から自主事業パートナー制度を導入し、独自の文化芸

術事業を展開している。地元の人材や伝統芸能等を活用し、この町な

らではの公演等を実施することで、町外来場者を含め交流人口の増

加が図られるなど一定の成果を上げているが、今後は事業の内容だ

けでなく制度のあり方自体についても十分に検証を行い、より効率

的な運営に努めていく必要がある。 

図書事業については、移動図書館車や図書ネットワークの活用に

より「公立図書館」と同等のサービスを提供するよう努めているが、

レファレンスサービスや専門性の面で他市町との間に格差が生じて

いるのが現状である。 

また、1986 年に開館した施設は完成から 35 年余が経過し、老朽化

した設備の更新や建物の改修を計画的、継続的に実施していく必要

がある。 
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事業内容 指 定 文 化 財 の 保 護 ・ 保 全 及 び 活 用 

取組状況 

・文化財の保護・保全に努め、必要に応じ案内看板等の設置など、

保存整備を行っている。 

・文化財の所有者等が行う文化財の保存整備や伝承にかかる研修、

また、管理や普及にかかる経費に対して、文化財保存整備等事業費

補助金を交付することにより、文化財の保存と活用に努めている。 

・指定文化財外ではあるが、出土した遺物や個人宅に置いてある古

文書を整理し、活用しやすくするとともに、史料の有用性を検証し

ている。 

成  果 

・大泉院の天狗杉説明看板の設置。智者山神社三十三観音図録制作

を実施。 

・重要無形民俗文化財、県指定無形民俗文化財保存団体への補助に

ついては、新型コロナウイルス感染拡大防止により神事が中止とな

ったため実績なし。 

課  題 

・無形民俗文化財（神楽）の継承者の高齢化等による継承者の減少

により、保存と継承に影響が出ている。 

・地域住民への町の歴史文化についての発信が乏しいため、触れる

機会も乏しい。 
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事業内容 資 料 館 や ま び こ 運 営 事 業 

取組状況 

会計年度任用職員 4名を配置し、入館者への対応を行っている。

大井川上流域に残る当時の山の生活等を後世に伝えていく重要な施

設として展示・説明を行うとともに、南アルプスユネスコエコパー

クの情報発信拠点施設の一つとして、南アルプスや町内の自然や動

植物などの資料等について展示を行っている。 

情報発信として、Instagram の運用を開始し施設の魅力や環境学

習プログラムの案内などを町内外に広報を行っている。 

成  果 展示内容の充実等により、入館者からは概ね好評を得ている。 

課  題 

主に教育機関を対象に自然環境を学ぶことができる環境学習プロ

グラムを実施。「山の生活と文化」や「梅津神楽」など受講したい

プログラムが選択でき、施設周辺の散策も体験することができるた

め、町内の学校から申込があり、学校授業で活用されている。 

また、館内にフリーWi-Fi を設置し、QR コードにより展示物の解説

動画を閲覧できるように整備し、入館者からは概ね好評を得ている。 
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(２) 管理主事・指導主事・教育相談員等による専門的指導の点検・評価 

教育総務課の管理主事と指導主事、教育相談員及び静岡県教育委員会静西教育 

事務所が連携し、本町の学校教育全般についての指導・助言を行ってきました。 

また、管理主事・指導主事・教育相談員の学校訪問等を通じ、教育に関する様々 

な情報収集に努め、各学校に的確な指導・助言を行うとともに、全国の先進地へ 

の視察等を実施することで、特に川根本町独自の学力向上ネットワークプランの 

充実を目的に町全体としての教職員の指導力向上を図りました。 

その一方で、管理主事や指導主事、教育相談員に求められる業務量が非常に多 

いことや、より専門性の高いものになっていることにより、管理主事と指導主事、 

教育相談員のそれぞれの業務分担を明確にした、より専門性の高い人員配置が必 

要な状況となっています。 

 

(３) 課題を見据えた教育委員の学校訪問等の点検・評価 

令和５年度は各学校の「学力向上及び生徒指導の取組、学校施設の維持管理」

等について、教育委員による各小・中学校訪問を実施しました。 

その中で、校長・教頭・教務主任・事務主任等から学力向上や生徒の指導及び、 

各学校が抱える施設等の維持管理における課題等について説明を求め、学校の実 

情に応じた取組内容について意見交換を行い、必要に応じて次年度の予算に反映 

するなど、本町の児童生徒のための教育環境の整備に尽力しています。 

 今後、教育委員の学校訪問における重要な視点として、現在実施されているＲ 

Ｇ事業や複式学級の実施方法はもちろん、さらなる少子化を見据えた町の学校教 

育のあり方について点検・評価しなくてはなりません。 

 

 

(４) 多様化するニーズに応じた社会教育関連事業の点検・評価 

   令和５年度に社会教育課が主管した施設は、町文化会館・Ｂ＆Ｇ海洋センター・

資料館やまびこ・町営グラウンド（野球・テニス等）などがあります。 

 社会教育課では、こうした施設を有効に活用しながら、幼児から高齢者までの 

様々なニーズに応じた事業を展開していますが、関連団体である文化協会や体育 

協会と連携し、事業内容の充実や各種団体等への支援を行なっています。 

現在、町民のスポーツや芸術文化に対するニーズは多様化している反面、人口 

の減少や社会情勢の変化等により、特に若者を中心としたスポーツ団体など、活 

動人口が減少傾向にあったり、活動団体そのものが消滅したりしている分野が多 

くなってきていることは大きな課題です。 

 これまでも各種事業の実施により、多くの文化芸術やスポーツ等に関する優秀 

な人材の育成を図ってきましたが、平成 30 年度に建設した「川根本町伝統文化伝

承館～時愛（ときあ）～」を活用した伝統文化の伝承を機とする町民の文化意識

の向上、体力向上や健康増進を目的とした事業を広く展開するため、さらに専門

的な知識をもった職員を育成し、より効果の高い事業の実施を目指します。 
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Ⅲ おわりに 

今回、令和５年度の川根本町教育委員会の事務事業に関しての「点検・評価」 

を行いました。 

平成２７年４月１日より教育委員会制度の改革が行われ、教育委員会制度は、 

今後、大きく変革していきます。 

法律の改正では、教育の政治的中立性、継続性・安定性を確保しつつ、地方教 

育行政における責任の明確化、迅速な危機管理体制の構築、首長との連携強化が 

掲げられております。 

我々、教育行政に携わる教育委員会は、その趣旨を適切に捉え教育行政の遂行 

を図っていく必要があります。 

現在、平成２８年３月に策定された「川根本町教育大綱」に基づき、町の実情 

に応じた教育施策、方針を進めています。 

近年の町内の出生数の減少等を鑑み、令和６年度開校を目指している義務教育 

学校再編に併せ、見直しを図ることとしています。 

また、この点検・評価報告書は、毎年議会に報告し、公表することにより、今 

後も教育委員会の責任体制の明確化に努めていきますとともに、常に町の状況を 

把握しながら、国や県の教育行政の在り方や社会情勢の変化に即した効率的かつ 

効果的な教育の施策を展開し、子ども達の健やかな育ちを守るためにも、教育委 

員会としての主体性をさらに高め、町民の方々にとって分かりやすい報告書とな 

るよう工夫していきたいと考えております。 

 

○ 川根本町教育委員 

教育長     石 原  一 則 

教育委員   森 下  洋 一（教育長職務代理者） 

教育委員    松 下  陽 子 

教育委員    八 木  洋 子 

教育委員   山 本  正 和 
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Ⅳ 資 料 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

 

（事務の委任等） 

第２５条 教育委員会は、教育委員会規則で定めるところにより、その権限に属する

事務の一部を教育長に委任し、又は教育長をして臨時に代理させることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事務は、教育長に委任することができな

い。 

一  教育に関する事務の管理及び執行の基本的な方針に関すること。 

二  教育委員会規則その他教育委員会の定める規程の制定又は改廃に関すること。 

三 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の設置及び廃止に関するこ 

と。 

四 教育委員会及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任 

免その他の人事に関すること。 

五 次条の規定による点検及び評価に関すること。 

六 第２７条及び第２９条に規定する意見の申出に関すること。 

３ 教育長は、教育委員会規則で定めるところにより、第一項の規定により委任さ

れた事務又は臨時に代理した事務の管理及び執行の状況を教育委員会に報告しな

ければならない。 

４ 教育長は、第一項の規定により委任された事務その他その権限に属する事務の

一部を事務局の職員若しくは教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の

職員（以下この項及び次条第一項において「事務局職員等」という。）に委任

し、又は事務局職員等をして臨時に代理させることができる。 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第一項の規定により

教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第四項の規定に

より事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況

について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に

提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験

を有する者の知見の活用を図るものとする。 
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